
 第11章 預金取扱金融機関の監督をめぐる動き 

 

第１節 銀行の平成16年度決算概況 

    

Ⅰ 主要行の16年度決算（資料11－１－１～２参照） 

 

  主要行の16年度決算の概要は、各行決算短信等によれば、以下のとおりである。 

 

１．実質業務純益は、3.8兆円となり、前年同期（3.9兆円）より0.1兆円減と、概ね

横ばいとなった。 

 

２．不良債権処分損は、不良債権処理の進展を受けて、前年同期（3.5兆円）比約４

割減の2.0兆円となった。 

 

３．株式関係等損益は、▲0.1兆円と、前年同期（0.7兆円）より0.8兆円の減となっ

た。 

 

４．経常利益は、不良債権処分損が実質業務純益の半分程度まで減少したことなど

から、前年同期（0.3兆円）約２倍の、0.6兆円となり、２期連続の黒字となった。 

 

５．当期純利益は、前年同期（▲0.4兆円）より1.0兆円増の0.6兆円となり、４期ぶ

りに黒字化した。 

 

６．自己資本比率（単体の加重平均）は、前年同期（11.1％）より0.5％ポイント増

の11.6％となり、順調に改善した。 

（参考）有価証券の評価損益 

その他有価証券の評価損益は3.4兆円となった。（前年同期は２．８兆円） 

17年３月末：日経平均株価 11,668.95 、TOPIX 1,182.18 

16年３月末：日経平均株価 11,715.39 、TOPIX 1,179.23 

 

７．不良債権残高（金融再生法開示債権）は、7.4兆円となり、前年同期（13.6兆円）

より6.2兆円の減少。不良債権比率は2.9％となり、前年同期（5.2％）に比べ、2.3％

ポイントの低下となった。 

 

 

   Ⅱ 地域銀行の16年度決算（資料11－１－３参照） 

 

     地域銀行の16年度決算の概要は、各行決算短信等によれば、以下のとおりである。 

 

１．実質業務純益は、2.0兆円となり、前年同期（1.9兆円）より0.0兆円増と、前



年同期並みとなった。 

 

２．不良債権処分損は、不良債権処理の進展を受けて、前年同期（1.9兆円）より

1.0兆円減の0.9兆円となった。 

 

３． 経常利益は、不良債権処分損が実質業務純益の半分以下になったことなどか

ら、前年同期（0.0兆円）より1.1兆円増の1.1兆円となった。 

 

４．当期純利益は、前年同期（▲0.6兆円）より1.4兆円増の0.8兆円となり、５期

ぶりに黒字化した。 

 

５．自己資本比率（加重平均）は、前年同期（9.0％）より0.4％ポイント増の9.4％

となった。 

 

６．不良債権残高（金融再生法開示債権）は、10.4兆円となり、前年同期（12.8兆

円）より2.4兆円の減少。不良債権比率は5.5％となり、前年同期（6.9％）に比

べ、1.4％ポイントの低下となった。 



  

第２節 不良債権処理の促進 

 

Ⅰ 不良債権の概念（資料11－２－１～３参照） 

 

１．金融再生法開示債権 

金融機関の不良債権の概念の一つに、金融再生法開示債権がある。こ

れは、金融再生法（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律）の

規定に基づき、貸出金、支払承諾見返等の総与信を対象に、債務者の財

政状態及び経営成績等を基礎として、「破産更生債権及びこれらに準ず

る債権」、「危険債権」、「要管理債権」及び「正常債権」の４つの区

分に分けて開示するものである（主要行については平成11年３月期より、

地域銀行については11年９月期より、協同組織金融機関については12年

３月期より、開示が義務付けられた）。このうち「正常債権」以外の３

つを「金融再生法開示債権」と呼んでいる。 

 

２．リスク管理債権 

リスク管理債権は、金融再生法開示債権と並ぶ不良債権の概念の一

つであり、貸出金を対象に、客観的形式的基準により区分（破綻先債

権、延滞債権、３ヶ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権）し、区分さ

れた債権毎に各金融機関が開示するものである。このリスク管理債権

は、米国証券取引委員会（ＳＥＣ）と同様の基準に基づくものであり、

10年３月期より各銀行が全銀協統一開示基準等に基づき開示を開始、

11年３月期からは、金融システム改革法に基づく銀行法等の改正によ

り、全預金取扱金融機関に対し、連結ベースでの開示が罰則付きで義

務付けられた。 

 

Ⅱ 不良債権の現状（資料11－２－４参照） 

 

1．金融再生法に基づく資産査定 【全国銀行ベース】 

金融再生法開示債権  

 破産更生債権及び 

これらに準ずる債権

危険債権 要管理 

債権 

正常債権 

13年３月期 33.6兆円 7.7兆円 15.0兆円 10.9兆円 503.5兆円

14年３月期 43.2兆円 7.4兆円 19.3兆円 16.5兆円 468.9兆円

15年３月期 35.3兆円 5.7兆円 13.0兆円 16.6兆円 439.2兆円

16年３月期 26.6兆円 4.4兆円 11.2兆円 11.1兆円 428.9兆円

17年３月期 17.9兆円 3.2兆円 8.8兆円 5.9兆円 428.2兆円

 



  

 

2.リスク管理債権残高の推移 【全国銀行ベース】 

 

13年３月期 14年３月期 15年３月期 16年３月期 17年３月期 

32.5兆円 42.0兆円 34.8兆円 26.2兆円 17.5兆円 

 

（注）金融機関の不良債権は、以下のように担保・保証及び引当により保

全がなされており、不良債権残高がそのまま金融機関の損失につなが

るわけではない。 

再生法開示債権の担保・引当による保全状況 

              （17年３月期  全国銀行ベース） 

担保・保証、引当による保全率   ８０．２％ 

     うち破産更生等債権  １００．０％ 

                危険債権      ８６．４％ 

         要管理債権     ５９．８％ 

 

Ⅲ 不良債権問題への取組み （資料11－２－５～11参照） 

 

          不良債権の最終処理は、金融機関の収益力の改善や貸出先企業の経営資源

の有効活用などに寄与し、新たな成長分野への資金の供給や資源の移動を

促すことにつながるものであり、他の分野の構造改革と合わせてこれを加

速することは、日本経済の再生に不可欠なものである。 

これまで、13年４月の緊急経済対策以来、主要行の破綻懸念先以下債権

について、いわゆる「２年・３年ルール」「５割８割ルール」等のオフバ

ランス化のルールを設定し、それに則って不良債権の最終処理が着実に進

められてきたところである。 

さらに、14年10月の「金融再生プログラム」においては、主要行の不良

債権比率を16年度末までに現状（14年３月期：8.4％）の半分程度に低下さ

せ、不良債権問題の正常化を図るとともに、構造改革を支えるより強固な

金融システムの構築に取り組むこととした。同プログラムに盛り込まれた、

主要行の資産査定の厳格化、自己査定の充実、ガバナンスの強化といった

目標や、産業と金融の一体再生の取組み等の諸施策を約２年半の間、強力

に推進してきた結果、17年３月期決算においては、主要行の不良債権比率

は2.9％へと低下し、同プログラムの最も中心的な課題であった主要行の不

良債権問題の正常化という目標が達成されたこととなる。 

但し金融仲介においてリスクテイクは不可欠な一要素であり、そうした

リスクをいかに管理していくかは、引き続き金融機関にとっての重要な課



  

題であることに変わりはない。 

従って、不良債権問題が再び発生し、それが経済の足枷となることのな

いよう、今後とも個々の金融機関の不良債権の状況やリスク管理態勢等を

注視していく必要がある。 

また、中小・地域金融機関については、これまで「リレーションシップ

バンキングの機能強化に関するアクションプログラム」に基づき、集中改

善期間（15・16年度）において、中小企業の再生と地域経済の活性化を図

ることで、同時に不良債権問題の解決を目指してきた。 

こうした取組みにより、中小・地域金融機関の不良債権比率は、全体と

して着実に低下してきているところである。 



第３節 地域密着型金融の機能強化（資料 11－３－１～３参照） 

 

Ⅰ 地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成 17～18 年度）の策定 

 

１．地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成 17～18 年度）の策定の経緯 

（１）中小・地域金融機関（地域銀行、信用金庫、信用組合）については、 

これまで、15 年度及び 16 年度の２年間（「集中改善期間」）を対象と

した「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクション

プログラム」（以下「旧アクションプログラム」）に基づき、中小企業

の再生と地域経済の活性化に向けた各種取組みを推進してきた。（資

料 11－３－１参照） 

 

（２）16 年 12 月 24 日に策定・公表された「金融改革プログラム」では、

地域金融について、「活力ある地域社会の実現を目指し、競争的環境

の下で地域の再生・活性化、地域における起業支援など中小企業金融

の円滑化及び中小・地域金融機関の経営力強化を促す観点から、関係

省庁との連携及び財務局の機能の活用を図りつつ、地域密着型金融の

一層の推進を図る」こととされた。また、このため、旧アクションプ

ログラムについて実績等の評価を行った上で、これを承継する新たな

アクションプログラムを策定することとした。 

これを踏まえ、金融審議会金融分科会第二部会「リレーションシッ

プバンキングのあり方に関するワーキンググループ」において、旧ア

クションプログラムの実績等の評価等について議論が行われた（２月

７日以降６回の会合及び２回の地方懇談会を開催。）ところであり、

ワーキンググループの議論は、「『リレーションシップバンキングの機

能強化に関するアクションプログラム』の実績等の評価等に関する議

論の整理（座長メモ）」として取りまとめられ、公表された。 

これらワーキンググループにおける議論等を踏まえ、17 年３月 29

日に、17 年度及び 18 年度の２年間（「重点強化期間」）を対象とする

中小・地域金融機関についての「地域密着型金融の機能強化の推進に

関するアクションプログラム（平成 17～18 年度）」（以下「新アクシ

ョンプログラム」）を策定・公表したところである。（資料 11－３－

２参照） 



 

２．新アクションプログラムの内容 

（１）基本的考え方 

新アクションプログラムの「基本的考え方」として、以下の４つ

の事項を提示している。 

① 地域密着型金融の継続的な推進 

② 地域密着型金融の本質を踏まえた推進 

③ 地域の特性や利用者ニーズ等を踏まえた「選択と集中」によ

る推進 

④ 情報開示等の推進とこれによる規律付け 

 

（２）具体的な取組み 

「具体的な取組み」については、以下の３つの柱に分けて整理し、

金融機関の経営判断の下、地域の特性や各金融機関の特性・規模等

を踏まえ、「選択と集中」により、その推進を図ることを要請してい

る。 

① 事業再生・中小企業金融の円滑化 

・ 創業・新事業支援機能等の強化 

・ 事業再生に向けた積極的取組み 

・ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

・ 人材の育成 等 

② 経営力の強化 

 ・ リスク管理態勢の充実 

・ 収益管理態勢の整備と収益力の向上 

・ ガバナンスの強化 

・ 協同組織中央機関の機能強化 等 

③ 地域の利用者の利便性向上 

     ・ 地域貢献等に関する情報開示 

・ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立 等 

 

（３）推進体制 

      各金融機関は、新アクションプログラムに基づき、地域密着型金

融の機能強化を確実に図るため、地域の特性等を踏まえた個性的

な「地域密着型金融推進計画」（計画期間 17～18 年度）を策定・

公表することとされている。 



 

Ⅱ リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログ

ラムに基づく取組み実績と総括的な評価 

 

１．経緯 

旧アクションプログラムにおいては、地域密着型金融（リレーション

シップバンキング）の機能強化を図るため、金融庁は、旧アクションプ

ログラムに記載されている施策の進捗状況及び金融機関の取組み実績

を半期毎に取りまとめ、公表することとされている。 

また、新アクションプログラムにおいては、「各金融機関による地域

密着型金融の更なる推進に資するため、17 年６月末を目途に、金融庁

は、『集中改善期間』における各金融機関の取組みの具体的実績や成功

事例等についての総括的な評価を行い、これを公表する」こととされた。 

これらを踏まえ、17 年６月 29 日に、「集中改善期間」における各金融

機関の取組みの具体的実績や成功事例等についての総括的な評価を取

りまとめ、公表を行った。（資料 11－３－３参照） 

 

２．金融機関の取組み実績 

   金融機関の取組み実績をみると、 

（１）地域金融機関の経営改善支援により、支援を行った債務者（正常

先を除く）の約４分の１(24.5％、約 18,000 先)が業況改善、 

（２）９割近くの地域金融機関が担保・保証に過度に依存しない融資を

推進しており、その中で、スコアリングモデル（信用格付けモデル）

や財務制限条項を活用した融資が幅広く普及、 

（３）デット・エクイティ・スワップ（債務の株式化）、デット・デット・

スワップ（債務の劣後ローン化）等の手法を活用した事業再生事例

についても着実に増加、 

するなど、中小企業金融の円滑化に向けた取組みの強化・拡充が図ら

れてきており、地域密着型金融の機能強化に向けた取組みは、総じて、

着実に進捗しているものと考えられる。 

    

３．金融機関の取組みに対する総括的な評価 

上記２．を踏まえた評価及び今後の課題については、以下のとおり

である。 

（１）取組みに対する評価 

① 利用者アンケート（※）結果等をみると、借り手等の受止め方

は従前に比べ改善しており、中小企業からみた金融機関の貸出態

度も改善傾向にある、 



② 事業再生の取組みが進展する中で不良債権比率は全体として低

下のトレンドにある、 

など、「集中改善期間」を通じた金融機関の地域密着型金融の取組

みについては、一定の評価ができるものと考えている。 

※ 「利用者アンケート」（中小・地域金融機関に対する利用者等

の評価に関するアンケート調査）：全国の財務局において各地域

の利用者等（商工関係者、消費者、経営相談員等）を対象に地

域密着型金融の機能強化に関する各施策に対する評価等につい

て聴き取り調査 

 

（２）今後の課題 

17～18 年度の２年間においては、新アクションプログラムに基づ

き、各金融機関が、 

① 地域の特性や利用者ニーズ等を踏まえた「選択と集中」による

推進、 

② 情報開示等の推進とこれによる規律付け、 

を通じて、地域密着型金融の一層の推進を図ることが必要である。 



  第４節 金融危機への対応 

 

Ⅰ 足利銀行に係る特別危機管理 

 

１．経緯 

（１）平成15年11月29日、足利銀行から金融庁に対して、同年９月期決算において

債務超過となる旨の報告があり、併せて、預金保険法第74条第５項に基づき、

「その財産をもって債務を完済することができず、その業務若しくは財産の状

況に照らし預金等の払戻しを停止するおそれがある」旨の申出がなされた。 

       かかる状況を踏まえ、同日、金融危機対応会議が開催され、同会議での議を

経て、同行について預金保険法第102条第１項の第３号措置を講ずる必要があ

る旨の認定が行われた。（資料11－４－１参照） 

また、当該認定と同時に、預金保険法第111条第１項に基づき、預金保険機

構が同行の株式を取得することの決定（特別危機管理開始決定）を行った。 

       

    （２）15年12月17日、預金保険法第115条に基づき、足利銀行に対し、経営に関す

る計画の作成及び提出を命じたところ、16年２月６日、同計画が提出された。

（資料11－４－２参照） 

       さらに、６月11日、16年３月期決算を踏まえ策定された経営に関する計画が

提出された。同計画においては、収益計画並びに計画達成に向けた具体的な施

策等が示されている。（資料11－４－３参照） 

 

２．16年７月１日以降の取組み 

（１）15年12月17日、預金保険法第115条に基づき、足利銀行に対し、特別危機管

理開始決定が行われる状況に至った経緯、業務及び財産の状況を記載した報告

の提出を命じたところ、16年10月８日、同報告が提出された。（資料11－４－

４参照） 

 

（２）16年10月８日、預金保険法第113条等に基づき、特別危機管理開始決定の公

告時における足利銀行の資産及び負債の状況を公表した（貸借対照表を官報に

掲載）。（資料11－４－５参照） 

 

（３）16年11月26日、預金保険法第115条に基づき、足利銀行に対し、同年９月期

における経営に関する計画の履行状況の報告を命じたところ、12月１日、同報

告が提出された。（資料11－４－６参照） 

       また、17年５月16日、同条に基づき、足利銀行に対し、同年３月期における

経営に関する計画の履行状況の報告を命じたところ、５月25日、同報告が提出

された。（資料11－４－７参照） 

 

（４）足利銀行においては、預金保険法第116条に規定された旧経営陣の責任追及



の責務を果たすため、16年２月13日、経営直轄の独立した組織として「内部調

査委員会」が設置され、旧経営陣等の職務上の義務違反等に基づく民事上の提

訴、刑事上の告訴、告発等の必要性や妥当性について調査が進められてきたと

ころ、17年２月２日、同委員会より取締役会に対し調査報告書が提出された。

これを受け、２月４日、足利銀行により、旧経営陣13名に対し総額46億円の損

害賠償を求める３件の訴訟が宇都宮地方裁判所に提起された。（資料11－４－

８参照） 

 

（５）足利銀行より預金保険機構に対し、不良債権処理の一環として、預金保険法

第129条第１項の資産の買取りに係る申込みが行われ、これを受けて、16年７

月28日及び17年２月28日に、同条第３項に基づき、預金保険機構によりそれぞ

れ、当該資産51億円（簿価360億円）、564億円（簿価3,978億円）の買取りを行

う旨の決定が行われ、16年８月23日及び17年３月22日、預金保険機構の委託に

基づき整理回収機構により当該資産の買取りが実行された。（資料11－４－９

～10参照） 

 

 

   Ⅱ りそな銀行における経営の健全化に向けた取組み 

 

１．りそなホールディングス及びりそな銀行については、17年３月末までを対象と

して策定されていた経営健全化計画の見直しが行われ、新しい経営健全化計画が

16年11月18日、公表された。 

 

２．りそなグループにおいては、17年３月期については、「集中再生期間」の最終

年度であり、黒字経営の体質転換等に向けた財務改革やリストラ等の内部改革で

一定の成果があったところであり、18年３月期については、経営健全化計画に基

づき、営業力強化に向けた本格的取組みの一年目として、「強みを活かすビジネ

ス分野」への経営資源への投入等を図っていくとしているなど、昨年公表の経営

健全化計画に盛られた施策を着実に実施している。 

 

３．また、りそな銀行は、「金融再生プログラム」（14年10年30日）及び「特別支援

金融機関における「管理会計上の勘定分離」について」（15年４月４日）に基づ

き、勘定分離（管理会計上、不良債権等を再生勘定に、その他の資産等を新勘定

に分離・基準日15年９月末）を実施してきたが、当初の目的が概ね達成されたこ

とから、集中再生期間終了日（17年３月末）をもって終結した。 



第５節 資本増強制度への対応  

 

Ⅰ 資本増強行の経営健全化計画に係るフォローアップ 

 

１．平成 16 年３月期の経営健全化計画の履行状況報告については、同年

７月 30 日に、同年９月期の経営健全化計画の履行状況報告については、

同年 12 月 24 日に報告内容の公表が行われた。（資料 11－５－１～２

参照） 

 

２．16年３月期の当期利益が経営健全化計画対比で大幅に下振れた公的

資本増強行について、金融機能早期健全化法第20条第２項に定めると

ころにより、経営健全化計画の履行を確保するための措置を講ずる必

要があると認められることから、金融機能早期健全化法第20条第２項

及び銀行法第26条第１項又は同法第52条の33第１項に基づき、ＵＦＪ

ホールディングスに対して同年６月18日に、また、熊本ファミリー銀

行及び九州親和ホールディングスに対して同年７月16日に、業務改善

命令を発出した。（資料11－５－３～５参照） 

  （注）なお、ＵＦＪホールディングスについては、15年３月期において、業

務改善命令を受けたにも拘らず、なお経営の改善が見られなかったもの

であり、熊本ファミリー銀行については、同年３月期において、業務改善

命令を受けたにも拘らず、なお経営の改善が見られず、また、16年３月期

において、公的資金により引き受けた優先株式に所定の配当がなされなか

ったものである。 

    

Ⅱ 経営健全化計画の見直し 

 

１.上記Ⅰ.２の業務改善命令を受けた公的資本増強行のうち、熊本ファミ

リー銀行及び九州親和ホールディングスについては16年８月31日に、ま

た、ＵＦＪホールディングスについては16年９月24日に、当該命令に基

づき提出された業務改善計画の内容が織り込まれた新しい経営健全化

計画が公表された。 

２.りそなホールディングス及びりそな銀行については、17年３月末まで

を対象として策定されていた経営健全化計画の見直しが行われ、新しい

経営健全化計画が16年11月18日、公表された。（資料11－４－11参照） 

３.もみじホールディングスについては、子会社である広島総合銀行とせ

とうち銀行の合併（16年５月1日）に伴い、経営健全化計画の見直しが

行われ、新しい経営健全化計画が16年８月27日に公表された。 



４.ほくぎんフィナンシャルグループ、北海道銀行については、ほくほく

フィナンシャルグループ（16年９月1日にほくぎんフィナンシャルグル

ープより商号変更）の下で経営統合されることに伴い、経営健全化計画

の見直しが行われ、ほくほくフィナンシャルグループとしての新しい経

営健全化計画が16年11月26日に公表された。 

５.福岡シティ銀行については、西日本銀行との合併により西日本シティ銀

行が設立（16年10月１日）されることに伴い、経営健全化計画の見直し

が行われ、西日本シティ銀行としての新しい経営健全化計画が16年12

月16日に公表された。 

 

 



第６節 早期警戒制度 

 

Ⅰ 趣旨 

 

平成 14 年 10 月の「金融再生プログラム」においては、「早期警戒制

度の活用」として「自己資本比率に表されない収益性や流動性等、銀行

経営の劣化をモニタリングするための監督体制を整備する」こととされ

た。 

これを受け、早期是正措置の対象とはならない段階における金融機関

であっても、その健全性の維持及び一層の向上を図るため、継続的な経

営改善への取組みがなされる必要があるとの観点から、行政上の予防

的･総合的な措置を講ずることにより、金融機関の早め早めの経営改善

を促す仕組みとして「早期警戒制度」を整備した。 

 

Ⅱ 概要（資料 11－６－１～２参照） 

 

  基本的な収益指標、大口与信の集中状況、有価証券の価格変動による  

影響、預金動向や流動性準備の水準を基準として、収益性、信用リスク、

市場リスクや資金繰りについて経営改善が必要と認められる金融機関

に関して、原因及び改善策等についてヒアリング等を行い、必要な場合

には 銀行法第 24 条等に基づき報告を求めることを通じて、必要な経

営改善を促すこととしている。 

 さらに、改善計画を確実に実行させる必要があると認められる場合に

は、銀行法第 26条等に基づき業務改善命令を発出することとしている。 

なお、14 年 12 月の制度の導入時に設けられた収益性改善措置、安定

性改善措置、資金繰り改善措置の３つの措置に加え、15 年３月の「リレ

ーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」

を受けて、同年６月末から新たに「信用リスク改善措置」を追加した。 

また、保険会社に対しても、15 年８月に早期警戒制度を導入し、早期

是正措置の対象とはならない保険会社であっても、その健全性の維持及

び一層の向上を図るため、早め早めの経営改善を促すこととした。 



  

第７節  早期是正措置の概要及び運用 

 

Ⅰ 早期是正措置の趣旨（資料11－７－１参照） 

 

平成10年４月に導入された早期是正措置は、金融機関の経営の健全性を確

保するため、自己資本比率という客観的な基準を用い、当該比率が一定の水

準を下回った場合、予め定めた是正措置命令を発動するものである。 

これにより、 

① 金融機関の経営状況を客観的な指標で捉え、適時に是正措置を講じ

ることにより、金融機関経営の健全性確保と経営破綻の未然防止を図る

こと、 

② 是正措置の発動ルールを明確化することにより、行政の透明性確保

にも資すること、 

③ 結果として、金融機関が破綻した場合の破綻処理コストの抑制につな

がること、 

などが期待される。 

 

Ⅱ 発動基準（資料11－７－２参照） 

 

    早期是正措置は、いわゆる業務改善命令、業務停止命令（銀行法第26条第

１項等）の１形態として、自己資本の充実の状況によって必要があると認め

るときに発動するものとして定められている（同条第２項等）。 

早期是正措置の発動基準となる「自己資本の充実の状況」については、国

際的にも認められた「自己資本比率」という基準を用いることとしている。 

この自己資本比率は、国際的に統一的なルールとして認められた方式によ

り算出されるものであり、資本勘定（資本金、法定準備金、剰余金等）等の

自己資本を分子として、また、リスクアセット（資産の種類に応じたリスク

の割合を基礎として計算されたリスク資産額の合計額）を分母として算出さ

れる。自己資本は、各金融機関の抱えるリスクを吸収するために経営の安定

上必要不可欠な財務基盤であり、その充実は、各金融機関が金融市場におい

て預金者や投資家からの十分な信認を確保する上で極めて重要である。 

 

（注）自己資本比率＝ 

）リスク資産額の合計額基礎として計算された

の割合を　の種類に応じたリスクリスクアセット（資産

）自己資本額（資本金等
　  

 

 

 



  

Ⅲ 措置区分（資料11－７－３参照） 

 

早期是正措置の措置区分は、自己資本比率の状況に応じて定められている。 

当初は第１から第３までの３段階であったが、10年10月に成立した早期健

全化法において、金融再生委員会が同法に基づき施策を講じるにあたって、

早期是正措置との効果的な連携を確保するべきものとされたことを受けて

見直しを行い、現在は４段階となっている。 

また、10年12月の金融システム改革法の施行に伴い、早期是正措置の発動

基準について、国際基準、国内基準に関わらず、連結ベース及び銀行単体ベ

ースそれぞれの自己資本比率に基づくこととなった。 

さらに、14年12月の事務ガイドラインの改正で、早期是正措置に係る命令

を受けた金融機関の自己資本比率改善までの期間を３年から１年へ短縮す

るなどの厳格化を行った。 

 

自己資本比率    

国際基準行 国内基準行 

措 置 の 内 容 

第１区分 ８％未満 ４％未満 経営改善計画（原則として資本増強に係る措置を

含む）の提出・実施命令 

第２区分 ４％未満 ２％未満 資本増強に係る合理的と認められる計画の提

出・実施、配当・役員賞与の禁止又は抑制、総資

産の圧縮又は抑制等 

第２区分の

２ 

２％未満 １％未満 自己資本の充実、大幅な業務の縮小、合併又は銀

行業の廃止等の措置のいずれかを選択した上当

該選択に係る措置を実施 

第３区分 ０％未満 ０％未満 業務の全部又は一部の停止命令 

 

Ⅳ 発動実績 

 

16事務年度における早期是正措置に基づく是正命令の発動実績は以下の

とおりである。 

 

※ （ ）内の件数は早期是正措置導入後の発動実績の累計 

 

   ① 銀行等   ：０件（13件） 

   ② 信用金庫  ：２件（23件） 

   ③ 労働金庫  ：０件（０件） 



  

   ④ 信用組合  ：１件（60件） 

   ⑤ 系統金融機関：０件（３件） 

（注）労働金庫は、厚生労働大臣と金融庁長官の連名、系統金融機関（対象

機関：農林中金、信農連46機関、信漁連34機関）については、農林水

産大臣と金融庁長官の連名で命令が発出される。 

 

Ⅴ バーゼルⅡ（新しい自己資本比率規制）への対応（資料11－７－４参照） 

 

16年６月にバーゼル銀行監督委員会が、銀行の経営の自主性を確保する観

点から、「リスク計測の精緻化」、「銀行自身による自己資本戦略の策定」、「開

示の充実」という３つの柱からなるバーゼルⅡ（新しい自己資本比率規制）

を公表した。 

これを受けて、同年10月に新しい自己資本比率規制のための規制素案を公

表し意見募集を行った。さらに、提出された意見を踏まえて必要な見直しを

行い、17年３月に見直し後の規制案を公表した（同年６月に当該見直し後の

規制案に寄せられた意見に対する回答を公表）。 



第８節 再編等の状況 

 

Ⅰ 主要銀行グループの再編に向けた動き 

 

三菱東京フィナンシャル・グループ及びＵＦＪホールディングスは、平成 17

年 10 月１日の経営統合を目指し、16 年８月 12 日に両グループの持株会社、商

業銀行、信託銀行及び証券会社の経営統合について基本合意した。17 年２月 18

日に新グループの商号及び合併比率等を含む「統合契約書」を、同年４月 20

日に「合併契約書」を締結するなど、経営統合に係る準備を進め、同年６月 29

日に、三菱東京フィナンシャル・グループ及びＵＦＪホールディングスの株主

総会において、合併議案が承認された。 

 なお、17 年８月 12 日に、三菱東京フィナンシャル・グループ及びＵＦ

Ｊホールディングスは、東京三菱銀行とＵＦＪ銀行の合併を 18 年１月１日に

実施する計画に変更したとの発表を行った。 

 

 

Ⅱ 地域銀行の統合等 

 

16 年７月以降に行われた、又は構想が発表された地域銀行における統合・

再編は以下のとおりである。 

 

     ①北陸銀行、北海道銀行 

        (内容) 16 年９月１日持株会社方式による経営統合 

       持株会社名：ほくほくフィナンシャルグループ 

 

     ②西日本銀行、福岡シティ銀行 

         (内容) 16 年 10 月１日合併  

行名：西日本シティ銀行  

     

③殖産銀行、山形しあわせ銀行 

（内容）合併を前提とした持株会社方式による経営統合（持株会社設

立は 17 年 10 月３日、合併は 19 年中）を予定（16 年 10 月 基

本合意書締結） 

持株会社名：きらやかホールディングス 

行名：きらやか銀行 

 

④りそな銀行、奈良銀行 

(内容) 18 年１月１日に合併予定（16 年 11 月 18 日発表） 

行名：りそな銀行 

 



⑤紀陽銀行、和歌山銀行 

（内容）合併を前提とした持株会社方式による経営統合（持株会社設

立は 17 年度下期後半、合併は 18 年度下期中）を予定（17 年

３月 基本合意書締結） 

持株会社名：紀陽ホールディングス 

 

⑥関東つくば銀行、茨城銀行 

（内容）18 年７月 18 日に合併予定（17 年５月 12 日発表） 

        行名：ひたちの銀行（仮称） 

 

⑦もみじホールディングス（もみじ銀行）、山口銀行 

（内容）18 年７月を目途に持株会社方式による経営統合を予定 

 

 

Ⅲ 銀行業の免許等 

 

１．銀行業の免許 

 

16 年７月から 17 年６月の間、新たに銀行業の営業免許の付与を受け 

た銀行はない。 

 

２．営業の開始 

 

「株式会社新銀行東京」については、16 年４月１日に東京都がＢＮＰ 

パリバ信託銀行を買収し商号変更を行った上で発足した。 

同行では 16 年度中を開業準備期間としていたことから、金融庁では、 

預金者等の保護および開業に向けた円滑かつ適切な準備体制の確保等を

図るため、同日付で銀行法第 26 条第１項、金融機関の信託業務の兼営等

に関する法律第４条において準用する信託業法第 18 条及び担保附社債信

託法第 11 条の規定に基づき、業務の一部停止命令を発出した。 

同行は、既存の銀行（ＢＮＰパリバ信託銀行）の買収により発足したも

のであるが、実質的には銀行の新規設立と同様のケースであることから、

金融庁としては、同行の開業準備中においては、銀行法に基づく銀行免許

付与に準じた監督上の対応を講じたうえで、17 年４月１日、本格開業に至

った。 

 

 

Ⅳ 外国銀行の参入 

 

16 年７月以降、以下のとおり、新たに支店に係る営業免許の付与を受け、外



国銀行在日支店がそれぞれ営業を開始した。 

 

外国銀行支店営業免許 

 免許付与日 営業開始日 

ﾊﾞﾝｺ･ｲﾀｳ･ｴｯｾ･ｱｰ(ｲﾀｳ銀行) 

東京支店(ブラジル) 
16年９月７日 16年10月１日 

ﾃﾞﾌﾟﾌｧ･ﾊﾞﾝｸ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ(ﾃﾞﾌﾟﾌｧ銀行)

東京支店(アイルランド) 
16年10月29日 16年12月13日 

ﾋﾞﾙﾊﾞｵ･ﾋﾞｽｶﾔ･ｱﾙﾍﾝﾀﾘｱ銀行 

東京支店(スペイン) 
17年３月９日 17年６月１日 

 

 

Ⅴ 外国銀行の退出 

 

  16 年７月以降、以下のとおり、外国銀行在日支店がそれぞれ営業を廃止

した。 

 

    外国銀行支店廃止（営業譲渡による免許の失効を含む） 

 営業廃止日 

中国建設銀行 東京支店（中国） 16年９月21日 

バンク･ワン銀行 東京支店（米国） 16年11月13日 

ﾃﾞﾌﾟﾌｧ･ﾄﾞｲﾁｪ･ﾌｧﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾌﾊﾞﾝｸ･ｱｰｹﾞｰ(ﾃﾞﾌﾟﾌｧ銀行)

東京支店（ドイツ） 
16年12月13日 

バイエルン州立銀行 東京支店（ドイツ） 16年12月21日 

 

(注１)中国建設銀行東京支店は、16 年９月 17 日付で実施された本店の会

社分割に伴い、同年９月 21 日付で提出された東京支店からの分割届出

書の受理をもって銀行業の免許が失効した。 

(注２)バンク･ワン銀行東京支店は、16 年 11 月 13 日付でＪＰモルガン･チ

ェース銀行東京支店に営業の全部譲渡を行い銀行業の免許が失効した。 

(注３) ﾃﾞﾌﾟﾌｧ･ﾄﾞｲﾁｪ･ﾌｧﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾌﾊﾞﾝｸ･ｱｰｹﾞｰ(ﾃﾞﾌﾟﾌｧ銀行)東京支店は、16

年 12 月 13 日付でﾃﾞﾌﾟﾌｧ･ﾊﾞﾝｸ･ﾋﾟｰｴﾙｼｰ(ﾃﾞﾌﾟﾌｧ銀行)東京支店に営業の

全部譲渡を行い銀行業の免許が失効した。 

 



Ⅵ 協同組織金融機関の再編 

 

１．信用金庫の合併 

  

16 年７月以降、合併を実施又は公表した信用金庫は以下のとおりである。 

 

合併を実施した信用金庫 

合併金融機関 新金融機関名 合 併 日 

下関信用金庫（存続）  

－ 豊浦信用金庫 
下関信用金庫 16 年７月 12 日 

彦根信用金庫(存続) 

－ 近江八幡信用金庫 
滋賀中央信用金庫 16 年７月 20 日 

大阪信用金庫（存続）  

－ 南大阪信用金庫 
大阪信用金庫 16 年 10 月 12 日 

大牟田信用金庫（存続）

－ 柳川信用金庫 
大牟田柳川信用金庫 16 年 11 月 15 日 

足利信用金庫（存続） 

－ 小山信用金庫 
足利小山信用金庫 16 年 11 月 22 日 

阪奈信用金庫(存続) 

－ 八光信用金庫 
大阪東信用金庫 17 年２月 14 日 

北海信用金庫(存続) 

－ 古平信用金庫 
北海信用金庫 17 年２月 14 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



合併を公表した信用金庫 

○異種合併 

合併金融機関 新金融機関名 合併公表日 合併予定月 

伊達信用金庫（存続） 

－ 室蘭商工信用組合 
伊達信用金庫 17 年４月 22 日 20 年目処 

島根中央信用金庫（存続） 

－ 出雲信用組合 

島根中央信用金

庫 
17 年５月 12 日 18 年４月目処

 

○同種合併 

合併金融機関 新金融機関名 合併公表日 合併予定月 

仙台信用金庫（存続） 

－ 塩竈信用金庫 
杜の都信用金庫 16 年７月 23 日 17 年７月 

高鍋信用金庫(存続) 

－ 西諸信用金庫 
高鍋信用金庫 16 年 10 月 29 日 17 年 10 月 

多摩中央信用金庫(存続) 

－ 太平信用金庫 

－ 八王子信用金庫 

多摩信用金庫 16 年 11 月１日 18 年１月 

新川水橋信用金庫(存続) 

－ 滑川信用金庫 

にいかわ信用金

庫 
17 年３月 11 日 17 年 12 月 

広島信用金庫(存続) 

－ 大竹信用金庫 
広島信用金庫 17 年３月 29 日 17 年 11 月 

三島信用金庫(存続) 

－ 伊豆信用金庫 
未定 17 年６月 10 日 

18 年 10 月目

処 

 

 

２．信用組合の合併等 

  

16 年７月以降、合併等を実施した信用組合は以下のとおりである。なお、

同年７月以降、合併等を公表した信用組合については、既に合併等を実施

済みのため再掲はしていない。（同種合併：金沢中央信用組合－大野信用組

合、佐賀東信用組合－佐賀栄城信用組合、事業譲渡：金沢鉄道信用組合、



解散：倉庫精練信用組合） 

 

合併等を実施した信用組合 

○異種合併 

合併金融機関 新金融機関名 合 併 日 

大分県信用組合（存続）

－ 杵築信用金庫 
大分県信用組合 17 年３月 14 日 

 

○同種合併 

合併金融機関 新金融機関名 合 併 日 

福岡興業信用組合（存

続）  

－ 東福岡信用組合 

－ 福岡南信用組合 

とびうめ信用組合 16 年 11 月 15 日 

金沢中央信用組合（存

続）  

－ 大野信用組合 

金沢中央信用組合 17 年３月 22 日 

佐賀東信用組合（存続）

－ 佐賀栄城信用組合 
佐賀東信用組合 17 年３月 28 日 

 

○解散 

解散金融機関 解 散 日 

倉庫精錬信用組合 17 年３月 11 日 

 

３．労働金庫の合併等 

  

合併等を実施した労働金庫 

事業譲渡金融機関 事業譲受金融機関 事業譲渡日 

金沢鉄道信用組合 北陸労働金庫 17 年２月 14 日 

    



     Ⅶ 合併等促進法関係 

 

関東つくば銀行より 15 年３月 31 日に認定した経営基盤強化計画につい

て、16 年度上半期に係る履行状況報告が提出され、同法に基づき 17 年１月

28 日にこれを公表した。 

 

 

Ⅷ 決済システム等をめぐる動き 

 

統合ＡＴＭシステム 

  

統合ＡＴＭスイッチングサービスは、16 年１月のリリース以来、現金支払

業務、残高照会業務等の従来のＭＩＣＳ提携業務を提供してきたが、17 年５

月、他行カード利用による業態間の振込支払い業務、24 時間 365 日によるサ

ービス提供を可能とする 24 時間サービス等の新規業務・機能拡充を第２フ

ェーズとしてリリースした。 

 

※ 統合ＡＴＭシステムは、システムの機能向上、多様化する顧客ニーズへの機動的

対応等を目的として、従来のＭＩＣＳ（ＣＤネット中継センター）に代わり、都銀

以下９業態が参加して構築された金融機関相互のＡＴＭ取引を中継するシステムで

あり、16 年１月４日にリリースされた。 

 



第９節 偽造・盗難キャッシュカード問題への対応 
 

Ⅰ 被害の状況 
 

全国銀行協会の調べでは、偽造キャッシュカードを用いた不正な現金

引出しの件数は、平成 14 年度には４件（被害額約 1,600 万円）であった

が、15 年度には 100 件（同約２億 9,000 万円）、16 年度には 411 件（同

約９億 6,800 万円）と近年急激に増加している。 

また、警察庁の資料によれば、16 年(１～12 月)における盗難及び偽造

キャッシュカードによるＡＴＭからの不正な現金引出しの認知件数は

3,448 件（キャッシュカード盗難の認知件数は 15 万 4,215 件）であり、

現金被害総額は約 24 億円となっている。 

 

   Ⅱ 偽造キャッシュカードに関するスタディグループの活動 

（資料 11－９－１～３参照） 
 

17 年２月 22 日以降、金融庁において法律やシステムの専門家からな

る「偽造キャッシュカード問題に関するスタディグループ」（座長：岩原

紳作東京大学法学部教授）を開催（全 19 回）し、偽造及び盗難によるキ

ャッシュカードの被害に対する補償ルール、被害発生の予防策・被害拡

大の抑止策について検討を進め、２回の中間取りまとめと最終報告書を

公表した。 

 

   Ⅲ 金融庁の対応 

 
金融庁は、17 年２月 22 日に偽造キャッシュカードに関する実態調査

結果を公表するとともに、金融関係団体に対して、偽造キャッシュカー

ド問題に関する事前予防策及び被害発生後の対応を要請した。 
その後、当該要請において示された各項目についての金融機関の対応

状況について、銀行法第 24 条等の規定に基づき、「偽造キャッシュカー

ド犯罪緊急対応方針」を各金融機関から徴求し、適切にフォローアップ

を行ってきたところである。 
今後、スタディグループの最終報告書の指摘を踏まえ、行政当局とし

て、必要な対応を講じていくこととしている。 
 

Ⅳ 法律の成立 

１．国会の状況 
17 年６月 21 日、「偽造カード等及び盗難カード等を用いて行われる

不正な機械式預貯金払戻し等からの預貯金者の保護等に関する法律

案」が、自由民主党及び公明党により国会に提出され、同法案は、同



年８月３日成立した（18 年２月 10 日施行予定）。 
    

２．法律の概要（資料 11－９－４～６参照） 

（１）目的 

偽造カード等又は盗難カード等を用いて行われる機械式預貯金払

戻し等に関する民法の特例等について定めるとともに、これらの機

械式預貯金払戻し等の防止のための措置等を講ずることにより、預

貯金者の保護を図るとともに、あわせて預貯金に対する信頼を確保

すること。 

（２）対象 

預貯金取扱金融機関が発行する個人用キャッシュカード等による

ＡＴＭ取引 

（３）偽造カード等を用いて行われた機械式預貯金払戻し等 

預貯金者に故意又は重過失がある場合を除き無効（立証責任は金

融機関） 

（４）盗難カード等を用いて行われた機械式預貯金払戻し等 

預貯金者が、①速やかに金融機関に通知、②遅滞なく金融機関へ

の十分な説明、③捜査機関への届出の３要件を充たしたとき、 

ア．原則  機械式預貯金払戻し等の金額（金融機関への通知前 30

日以内の払戻し等に限る）を金融機関が補てん 

イ．預貯金者に過失  当該機械式預貯金払戻し等の金額の４分の

３の額を金融機関が補てん（立証責任は金

融機関） 

ウ．預貯金者に故意又は重過失補てんなし（立証責任は金融機関） 

（５）強行規定 

上記（３）及び（４）に反する特約で預貯金者に不利なものは無

効 

（６）未然防止措置等 

ア．金融機関   機械式預貯金払戻し等に係るシステムの安全

性の確保、容易に推測される暗証番号が使用さ

れないような措置の実施その他の未然防止措置

を講じる義務等 

イ．国等      金融機関の講ずる防止措置を把握し、金融機

関が適切な措置を講ずるよう必要な措置を講じ

る義務等 

ウ．預貯金者    カード、暗証番号等の適切管理に関する努力

義務及び金融機関による情報提供等の協力の求

めに対し誠実に協力する義務 

（７）附則 

ア．施行期日    公布の日から起算して６月を経過した日 



イ．施行前の損害  法律の趣旨に照らし、最大限の配慮 

ウ．検討      ２年を目途とした検討条項 

（盗難通帳やネットバンキング被害への対応） 

（８）その他 

衆参両議院において附帯決議が付された。 

 



第 10 節 口座不正利用対策 

 

Ⅰ 金融庁における取組み状況 

 

金融庁では、預金口座を利用した悪質な事例が大きな社会問題となっ

ていることを踏まえ、預金口座の不正利用に関する情報について、情報

入手先から同意を得ている場合には、明らかに信憑性を欠くと認められ

る場合を除き、当該口座が開設されている金融機関及び警察当局への情

報提供を速やかに実施することとしており、その情報提供件数等につい

て、四半期毎に公表を行っている。 

調査を開始した平成 15 年９月以降 17 年６月末までに、金融庁及び全

国の財務局等において、金融機関及び警察当局へ情報提供を行った件数

の累計は 9,615 件となっている。 

 

Ⅱ 金融機関における取組み状況 

 

預金口座の不正利用と思われる情報があった場合には、金融機関にお

いて、直ちに調査を行い、本人確認の徹底や、必要に応じて預金取引停

止、預金口座解約といった対応を迅速にとっていくことが肝要である。 

15 年９月以降 17 年６月末までに、金融庁及び全国の財務局等が情報

提供を行った 9,615 件のうち、金融機関において、5,304 件の利用停止、

3,490 件の強制解約等を行っている。 



第11節  いわゆる貸し渋り問題への対応 

 

Ⅰ  対応 

    バブル経済の崩壊以降、長期間にわたって景気の低迷が続く中、金融機関につい

て、その融資態度を必要以上に萎縮させているのではないかという、いわゆる「貸

し渋り」問題が指摘されてきた。 

    いわゆる「貸し渋り」問題は、基本的には個別の商取引に係る私法契約上の問題

であり、借り手、貸し手の当事者間において解決されることが本来のあり方である

が、金融庁としては、金融機関が融資態度を必要以上に萎縮させ、健全な中小企業

等に対し必要な資金供給が円滑に行なわれないという事態が生じることのないよう、

具体的には以下のような中小企業金融の円滑化に向けての施策を講じてきている。

（資料11－11－１参照） 

 

１．金融機関への要請 

    平成 14 年 10 月 30 日の「金融再生プログラム」等を踏まえ、金融機関トップ

との意見交換の場などの機会を通じて、金融機関に対して、健全な企業に対する

資金供給という金融機関本来の使命を十分に発揮し、「貸し渋り」との批判を招く

ことのないよう要請してきた。その一環として、16年12月６日及び17年２月28

日には、年末及び年度末の資金需要期を控え、全銀協、地銀協、第二地銀協、全

信協、全信中協、労金協、農中及び政府系金融機関等の代表に対して金融担当大

臣等から円滑な資金供給を要請するとともに、融資動向等についての意見交換を

行った。また、同日（16年12月６日及び17年２月28日）、中小企業庁長官から

の文書による要請を受け、監督局長が金融関係団体に対し、中小企業金融に関す

る政策等について周知徹底を図る旨の文書も発出した。 

更に、各都道府県単位においても、16年 11 月～12 月、17 年２月～３月には、

金融関係団体、中小企業団体、政府系金融機関等の参加する「地域融資動向に関

する情報交換会」を財務局、経済産業局、都道府県で共催し、その場においても

円滑な資金供給を要請した。 

 

  ２．地域密着型金融の機能強化 

中小・地域金融機関については、これまで15年度及び16年度の２年間を対象

とした「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラ

ム」（15年３月28日）に基づき、中小企業の再生と地域経済の活性化に向けた各

種の取組みを推進してきた。同アクションプログラムの対象期間が、17年３月末

をもって終了することに伴い、これを承継する、17 年度及び 18 年度の２年間を

対象とした「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平

成17～18年度）」（17年３月29日）を策定。新アクションプログラムに基づく取

組みを促すことにより、地域密着型金融の機能強化を図り、地域の再生・活性化

と中小企業金融の円滑化を推進している。 

 



３．中小企業の経営実態等に即した検査の実施 

    中小企業向け融資については、金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕に

基づき、企業の経営実態等に即した的確な検査を推進するとともに、同別冊の浸

透に努めた。 

 

４．「貸し渋り・貸し剥がしホットライン」の活用 

14 年 10 月より中小企業などの借り手の声を幅広く聞くために貸し渋り・貸し

剥がしホットラインを設け、寄せられた情報を検査・監督に活用しているところ

である。 

金融機関全般に関する活用としては、寄せられた情報を参考に、15年７月に「与

信取引に関する顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能に関する事務ガイドライ

ン」（本ガイドラインは、その後「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」

の中に織り込み済み）を制定した。また、16事務年度の検査においては、前事務

年度に引き続き、上記監督指針等を踏まえ、特に借り手企業に対する説明責任の

履行状況等の重点的検証を行った。更に、寄せられた情報を参考に、金融機関に

対して、中小企業金融の円滑化や顧客への十分な説明態勢の確立、相談・苦情処

理機能の強化等を要請した。 

個別金融機関に関する活用としては、寄せられた情報を基にヒアリングを行っ

た結果、監督上確認が必要と認められた金融機関に対して、銀行法第24条等に基

づく報告を徴求した。また、寄せられた情報等を参考とした検査の結果、問題が

あると認められた金融機関に対しては、銀行法第24条等に基づき、その改善措置

に関する報告を徴求した。 

 

５．与信取引に関する顧客への説明態勢の整備 

  15年７月に「与信取引に関する顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能に関す

る事務ガイドライン」を制定した。また、16 年７月に策定した「平成 16 事務年

度中小・地域金融機関向け監督方針」において、「利用者保護の確保と利便性の向

上」を重点事項とし、金融機関の顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能をヒア

リング等を通じて重点的に検証することとした。更に、16年７月に策定した「平

成16検査事務年度検査基本方針及び検査基本計画」の中で、借り手企業に対する

説明責任の履行状況や苦情処理態勢等の検証を含め、「中小企業等の経営実態等

に即した的確な検査の確保」等を検査の重点事項とした。 

    このほか、16 年 11 月に包括根保証の禁止等を内容とする「民法の一部を改正

する法律」（16年法律第147号）が成立したことを受け、17年３月に監督指針（「与

信取引に関する顧客への説明態勢及び相談苦情処理機能」）の改正を行い、民法改

正法の施行にあわせ同年４月１日より実施した。 

 

Ⅱ  いわゆる貸し渋りにかかる現状 

最近の民間金融機関の融資動向は、日銀公表によれば、総貸出平残（銀行）ベー

スで、17 年６月が対前年同月比▲2.6％となっているが、不良債権の償却、債権の



流動化等の特殊要因調整後の総貸出平残では、対前年同月比▲0.3％となっている。

（資料11－11－２参照） 

また、中小企業に対する金融機関の貸出態度の指標である日銀短観（17年６月調

査）の「（中小企業に対する）貸出態度判断Ｄ.Ｉ.」（Ｄ.Ｉ.＝「緩い」と回答した

社数構成比－「厳しい」と回答した社数構成比）は＋８と、15 年第１四半期から

10四半期連続して改善した。（資料11－11－３参照） 

更に、各金融機関においては、無担保・第三者保証不要の融資の拡大など新たな

動きが出てきているところである。（資料11－11－４参照） 

 

（参考１）日銀短観（17年６月調査）「（中小企業に対する）貸出態度判断Ｄ．Ｉ．」 

（有効回答社数4,767） 

（四半期ベース） 

14/12 15/3 15/6 15/9 15/12 16/3 16/6 16/9 16/12 17/3 17/6 

▲10 ▲9 ▲8 ▲5 ▲4 ▲2 +2 +3 +5 +7 +8

（注1）D.I.＝「緩い」と回答した社数構成比－「厳しい」と回答した社数構成比 

（注2）16/３から調査対象見直しにより企業規模別の区分基準を常用雇用者数から

資本金へ変更、また、調査対象社数を増加している。 

 

（参考２）各金融機関は担保・保証に過度に依存しない融資の取組みを図っている。 

・主要行―４大グループの全てが中小企業向けのスピード審査による無担保・第三者

保証不要の融資商品を設け、各商品での貸出を拡大している。 

・地域金融機関―15～16年度の「集中改善期間」におけるリレーションシップバンキ

ングの機能強化に向けた取組み実績を見ると、９割近くの地域金融機関が、

担保・保証に過度に依存しない融資を推進している。 



第 12 節 法令等遵守態勢に関する監督 

  

Ⅰ 背景 

 

現在の社会動向等を踏まえ、金融機関の健全かつ適切な業務運営を確保

するためには、財務の健全性に加え、法令等遵守態勢の重要性が一層高ま

っている。 

こうした観点から、金融庁では、従来から不祥事件や社会的批判その他

の理由により、金融機関の業務運営の適切性、健全性に疑義が生じた場合

には、必要に応じ銀行法第 24 条等に基づき報告を求め、例えば法令等遵

守態勢の見地から内部管理態勢等に問題があると認められる場合は、同法

第 26 条等に基づき業務改善を求めてきた。 

さらに、平成 14 事務年度からは、金融機関の内部管理態勢の強化に資

する等の観点から、公表に特に問題が生じるおそれがある場合を除いて、

法令等遵守態勢（コンプライアンス）に関する業務改善命令の発出を公表

することとしている。 

     

Ⅱ 実績(資料 11－12－１参照) 

 

16 事務年度において、法令等遵守態勢に問題があると認められたこと

から、業務改善命令を発出し、その旨を公表した金融機関は以下のとおり

である。 

  

（主要行等） 

16 年８月 31 日    整理回収機構 

    16 年 12 月 28 日   みずほ銀行   

        

     （地域銀行） 

       16 年８月６日   愛媛銀行 

       16 年８月 13 日   西日本銀行 

       16 年８月 13 日   長崎銀行 

       16 年９月 24 日   紀陽銀行 

       16 年 10 月 29 日  北國銀行 

       16 年 10 月 29 日  広島銀行 

       16 年 11 月 19 日  静岡中央銀行 

       16 年 12 月 17 日  仙台銀行 

       17 年３月 11 日   第三銀行 



       17 年４月 22 日   南都銀行 

       17 年５月 20 日  みちのく銀行 

       17 年５月 20 日  山形しあわせ銀行 

       17 年６月 10 日  東和銀行  

       17 年６月 10 日  香川銀行 

       17 年６月 17 日  群馬銀行 

 

     （協同組織金融機関） 

       16 年 11 月 12 日  四国労働金庫 

       16 年 12 月 10 日  愛知県中央信用組合 

       17 年４月 15 日  近畿労働金庫 

       17 年４月 15 日  静岡県労働金庫 

       17 年４月 15 日   中国労働金庫 

       17 年６月 17 日   富士信用組合 

       17 年６月 24 日   あおもり信用金庫 

       17 年６月 24 日   瀬戸信用金庫 

 

     （外国銀行支店等） 

       16 年９月 17 日  シティバンク、エヌ・エイ在日支店 

       16 年 12 月 16 日  ブラジル銀行在日支店 

       17 年４月８日   クレディ・スイス信託銀行 

17 年４月 22 日  シティトラスト信託銀行 

        

 


